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⽇東⼯器グループは、社会と当社のサステナビリティ（持続可能性）の 実現のため、
「サステナビリティ基本⽅針」「マテリアリティ（取り組むべき最も重要な課題）」を
制定しました

⽇東⼯器グループ サステナビリティ基本⽅針とは、
・創業以来掲げてきた、経営⽅針をサステナビリティの観点で補完するもの
・⽇東⼯器グループのサステナビリティに関する考え⽅を⽰すもの

制定について
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⽇東⼯器グループ サステナビリティ基本⽅針

私たちは、社会への貢献、従業員の幸福、会社の発展という経営⽅針の実践を
通じて、社会の、そして当社のサステナビリティの実現を⽬指します。

当社の経営⽅針は、「社会への貢献、従業員の幸福、
会社の発展」です。
これはまず、「省⼒・省⼈化」をテーマに時代の
ニーズに応える独創的な製品を開発、製造、販売し、
広く社会に貢献することを⽬指します。
次に、経営活動を通じて、従業員とその家族が
幸福になることを⽬指します。
そして最後に、社会への貢献と従業員の幸福を実現
することで、企業の発展を⽬指します。この実践を
することは、すなわち社会のサステナビリティの
実現と、当社の持続的な成⻑との両⽴を⽬指すこと
と同義であると考えています。

社会と
当社の
持続成⻑

社会への
貢献

従業員の
幸福

会社の
発展

経営⽅針

サステナビリティ基本⽅針

サステナビリティ基本⽅針
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マテリアリティ

社会への貢献

従業員の幸福

会社の発展

2. 産業界の省⼒・省⼈化と⾃動化への貢献
1. 事業活動を通じた地球環境への貢献

3.「技術で、⼈を想う」⼈材が集い、
活躍する環境の実現

4. 持続可能性を⾼めるガバナンスの構築
5. ステークホルダーとの相互理解の促進
6. サステナブルなサプライチェーンの構築

経営⽅針 マテリアリティ

⽇東⼯器グループと社会のサステナビリティ（持続可能性）を実現するために、
経営⽅針と関連する、マテリアリティ（取り組むべき最も重要な課題）を
制定しました。今後これらの実現に向けて努めてまいります
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サステナビリティに関する、基本⽅針やマテリアリティ（重要課題）の審議、
サステナビリティに関する各種確認を⾏う組織。多様な視点を考慮した
メンバーで構成しています

取締役会の諮問機関として2023年5⽉10⽇に設置
各種審議を⾏い、取締役会へ答申します

⽇東⼯器サステナビリティ委員会

組織上の位置付け（2023年5⽉10⽇現在）

選任・解任

株主総会

諮問

答申
取締役会

サステナビリティ委員会
委 員：⼩形委員⻑・森副委員⻑・⾼⽥委員・

中川委員・⼭東委員
事務局：取締役会事務局・サステナビリティ推進部

内部統制委員会

連携

委員会構成メンバー

⾼⽥揚⼦
委員 取締役

中川康⽣
委員 社外取締役

⼭東理⼆
委員 社外取締役

⼩形明誠
委員⻑ 代表取締役社⻑

必要に応じて、社内関係者および社外有識者などを
臨時出席者として招聘します

森 憲司

副委員⻑ 取締役
専務執⾏役員 管理統轄

サステナビリティ委員会の設置
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環境負荷の低減や、環境に配慮した活動を通じて、環境と⼈に配慮した
持続可能な活動を推進しています

環境配慮設計
●省エネルギー設計
●⼩型化、省資源化
●再資源化、リサイ
クル性の考慮

環境などに配慮した
調達

省資源の追求 ⾃然環境への
負荷低減

製品に含有される
化学物質の確認と
管理体制の構築

持続可能な資源調達
省エネルギーへの
取り組み

効率的な⽣産のため、
⽣産⽅法の改善

余剰在庫の削減
作業環境の改善
⽣物多様性の検討

物流⽅法の⾒直し
と改善

効率的な積載⽅法
エコカー導⼊、
エコドライブ実施

省エネルギー設計
耐久性向上
修理・保守性の向上

リサイクル・
分解性の向上

材質表⽰

環境負荷の低減

省エネルギーの追求

設計・
開発 k調達 ⽣産 販売・

物流 使⽤ 廃棄

2001年に「ISO14001」認証を取得し、環境負荷の低減を推進

環境活動・社会地域貢献活動・ステークホルダーの皆様との関係などをはじめとする、
「サステナビリティ」に関連する各種情報は、
当社「Webサイト」 や 「社会・環境報告書」などをご覧ください

品質・環境委員会での改善活動の実施 CO2などの温暖化ガス排出量や使⽤資源の把握 社会・環境報告書での情報公開

https://www.nitto-kohki.co.jp/company/citizenship/

その他

サステナビリティに向けた取り組みの⼀例：環境
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サステナビリティ基本⽅針およびマテリアリティに基づく
活動のスタート（2024年度）

統合報告書の発⾏（2024年8⽉発⾏予定）
※ 統合報告書：財務情報（売上や利益など）だけでなく、⾮財務情報（企業理念、

ビジョン、ビジネスモデル、技術、ブランド、⼈材、ガバナンス、環境、
サステナビリティなど）を取りまとめた報告書

企業価値向上のため、サステナビリティに関する活動を推進してまいります

今後の予定
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